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医療分野の「雇用の質」の向上対策の今後の展開 

平成27年１月20日（金） 

医療機関のための「労務管理セミナー」  

  

       

      厚生労働省 山梨労働局労働基準部監督課 

本日の内容 
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１ 背景と経緯 

２ 医療勤務環境改善の実施体制（改正医療法の枠組み）  

３ 医療勤務環境改善システムの概略 

４ 今後の対応 
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■医療をめぐる状況① 
 ・少子高齢化（人口減少局面） →新卒者が減少 
 ・医療ニーズの多様化 
 ・診療科や地域による「偏在」など →医療スタッフの確保が困難 
 ・若い世代の職業意識の変化 
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以上 

％ 

勤務環境の改善に対する認識 

「Bに近い」と回答した医師の割合 

Ａ：「医師には、特別
の使命があるのだから
厳しい勤務環境にある
のはやむを得ない」 
 
Ｂ：「医師不足という
現状においても、勤務
環境は工夫次第で改善
しうるし、改善すべ
き」 

平成２４年独立行政法人労働政策研究・研修機構「勤務医の就労実態と意識に関する調査」 

医師について
の意識調査 
 
世代間の認識
ギャップ 

１ 背景と経緯① 
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２交代制（変則を含む） 
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３交代制（変則を含む） 

医療の質、医療安全、地域医療確保のためにも、 
医療スタッフが健康で安心して働くことができる 

環境整備は喫緊の課題 

20時間 

未満 

8.2% 

20～40 

時間未満 

5.7% 

40～60 

時間未満 

46.2% 

60～80 

時間未満 

30.0% 

80時間 

以上 

10.0% 

週当たりの全労働時間 

平均：53.2時間 

通常どおり勤務 

86.2% 

午前勤務・ 

午後休み 

9.8% 

1日休み 

2.5% 
その他 

1.5% 

宿直翌日の勤務体制 

※宿直がある者を対象に集計 

○ 医師（勤務医）の労働時間、宿直に関するデータ 

（平成２４年独立行政法人労働政策研究・研修機構「勤務医の就労実態と意識に
関する調査」） 
  

 

○平成２２年日本看護協会 病院看護職の夜勤・交代制勤務等実態調査 

■医療をめぐる状況② 
・入院・救急患者への対応など心身の緊張を伴う長時間労働 
・当直、夜勤・交代制勤務 
など、厳しい勤務環境 

１ 背景と経緯② 
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■厚生労働省では・・・ 
○２３年６月 旧PT報告、「５局長通知」 
 看護分野を中心に、都道府県労働局が中心となった取組がス

タート。 
…医療機関における労働時間管理者の明確化や職場風土の改

善、行政における労働時間設定改善コンサルタントを活用
した支援や研修会の実施などによる「職場づくり」 等 

 
○しかし、個々の医療機関のニーズを踏まえた具体的なシステ

ム化には至っていなかった。 

 
 
 

更なる検討が必要。より具体的で実効性ある取組を目
指し、２４年１０月、新たなプロジェクトが発足。  
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■医療分野の「雇用の質」向上プロジェクトチーム 
・厚生労働審議官をトップ（統括） 
・医政局、労働基準局、職業安定局、雇用均等・児童

家庭局、保険局の局長・関係課長を構成員 
○２５年２月８日、「報告」を取りまとめ、公表 
 
 
〔特徴〕 
○脱「縦割り」。医療機関のニーズに応じた効果的な

政策パッケージを模索。 
○個々の医療機関の経営支援も視野に入れた具体策 
  ← この問題は、取締りだけでは解決しない！ 
○医療機関全体の取組へ 
  ← 特定の職種だけでは解決しない！ 
  

5 
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■医療機関が、「医療の質の向上」や「経営の安定化」の観点から、自らのミッションに
基づき、ビジョンの実現に向けて、組織として発展していくことが重要。 
そのためには、医療機関において、医療従事者が働きやすい環境を整え、専門職の集団
としての働きがいを高めるよう、勤務環境を改善させる取組が不可欠。 

■勤務環境の改善により、医療従事者を惹きつけられる医療機関となるだけでなく、「医
療の質」が向上し、患者の満足度も向上。 

「雇用の質」 
の向上 

経営の安定化 

患者満足度 

の向上 

「医療の質」 
の向上 

人材の確保・定着 

生産性の向上 

スキル･アップ 

安全で質の高い 

医療の提供 

患者から選ばれる 
施設へ 

勤務環境改善 

に向けた投資 

好循環 

 医療勤務環境改善の意義 

①医療従事者の働き方・休み方の改善  
②医療従事者の健康支援  
③働きやすい環境整備  
④働きがいの向上 ■医療従事者にとって 

＝勤務負担の軽減、働きがいの向上など 

■患者にとって 

＝質の高い医療が提供される など 

■経営にとって 

＝コストの適正化、経営の質の向上など 

 

 

医療従事者、患者、経営にとってWIN-

WIN-WINとなるような好循環を作る 
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■医療機関の責任者などがスタッフと協力して、「雇用の質」向上に取り組むための自主的な勤務 
 環境改善活動を促進するシステム＝「雇用の質」向上マネジメントシステムを構築する 
■行政は、施策の縦割を超え、幅広い関連施策を総動員して医療機関の取組をバックアップ 

H25.2.8  医療分野の「雇用の質」向上プロジェクトチーム報告のポイント 

各医療機関の取り組み 行政による医療機関への支援 

  平成２５年１月～ 「雇用の質」向上マネジメントシステムの具体化に向けた調査研究 
   ※医療機関への支援等については、法的な位置づけを含め、今後検討。 

「雇用の質」向上マネジメントシステム 

Act 

更なる改善 

Do 

取組の実施 

定期的な評価 

Check 

項目 現状・課題 改善方針 

・・ ・・・ ・・・ 
 

現状の評価 

課題の抽出 

改善方針の決定 

ガイドラインなどを 
参考に改善計画を策定 

①医療スタッフ相互・補助職等の連携の推進 
 チーム医療の推進や補助職の活用を、経営面と労務管理面の双方 
 から支援 
 

②公的職業紹介における看護職員のマッチング機能の強化 
 ナースセンターの機能強化と、ハローワークとの事業連携の推進 
 

③短時間正社員制度の活用促進 
 各医療機関へのアドバイザー支援や情報提供などによる活用促進 

都道府県労働局に配置しているアドバイザー（医療労働専門相談員な
ど）をはじめとする関係機関、関係団体の連携を強化し、将来的に、地
域の医療機関に対するワンストップの相談体制構築に向けて取り組む 

医療機関の先進的な好事例を幅広く収集・整理し、個々の医療機関の課題
に応じて、活用できるデータベースを構築 

医療機関の責任者や 
スタッフが集まり協議 

マンパワー確保の支援 

ワンストップの外部専門家チーム支援 

活用できるデータベース構築 

計画策定 

Plan 

7 
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■これまでの経緯・・・３つの流れ 
 
・平成２３年６月 看護師等の「雇用の質」向上PT報告（旧PT）＋「５局長通知」 
 
・平成２４年10月 医療分野の「雇用の質」向上PT発足（新PT） 
 
・平成２５年２月 「新PT」報告公表＋「６局長通知」※厚生労働科研 
 
・平成２５年６月 社会保障審議会医療部会 医療法改正に向けて議論スタート 
 
・平成２５年８月 「社会保障制度改革国民会議」報告取りまとめ（「一体改革」） 
        → 秋の臨時国会で「一体改革のプログラム法」成立 
 
・平成２５年１０月 社会保障審議会医療部会で「医療勤務環境改善」等論議 
 
・平成２５年１２月 社会保障審議会医療部会意見 
           ※医療機関の勤務環境改善システム導入を提言 
 
 
・平成２６年６月  医療介護総合確保推進法による改正医療法成立 
          （医療法に医療機関の勤務環境改善システムを制度化） 

 
 
 

 
・平成２５年８月 「社会保障制度改革国民会議」報告取りまとめ 
      → 秋の臨時国会で「一体改革のプログラム法」成立 

社会保障・税一体改革 

１ 背景と経緯③ 

【ポイント１】 
看護職だけの取
組から医療機関
全体の取組へ 

【ポイント２】 
医療政策の観点
からの対策へ 

医療従事者の確保と有効活用の観点からは、さらに、
激務が指摘される医療機関の勤務環境を改善する支援
体制を構築する等、医療従事者の定着・離職防止を図
ることが必要である。ことが必要である。 
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 持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律に基づく措置として、効率的かつ質の高い医療提供体制を
構築するとともに、地域包括ケアシステムを構築することを通じ、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため、医
療法、介護保険法等の関係法律について所要の整備等を行う。 

 

１．新たな基金の創設と医療・介護の連携強化（地域介護施設整備促進法等関係） 

 ①都道府県の事業計画に記載した医療・介護の事業（病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進等）のため、 

  消費税増収分を活用した新たな基金を都道府県に設置  

 ②医療と介護の連携を強化するため、厚生労働大臣が基本的な方針を策定  

２．地域における効率的かつ効果的な医療提供体制の確保（医療法関係） 
 ①医療機関が都道府県知事に病床の医療機能（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）等を報告し、都道府県は、それをもとに

地域医療構想（ビジョン）（地域の医療提供体制の将来のあるべき姿）を医療計画において策定  

 ②医師確保支援を行う地域医療支援センターの機能を法律に位置付け  
 

３．地域包括ケアシステムの構築と費用負担の公平化（介護保険法関係） 

 ①在宅医療・介護連携の推進などの地域支援事業の充実とあわせ、予防給付(訪問介護・通所介護)を地域支援事業に移行し、多
様化  ※地域支援事業：介護保険財源で市町村が取り組む事業 

 ②特別養護老人ホームについて、在宅での生活が困難な中重度の要介護者を支える機能に重点化  

 ③低所得者の保険料軽減を拡充  

 ④一定以上の所得のある利用者の自己負担を２割へ引上げ（ただし、一般の世帯の月額上限は据え置き） 

 ⑤低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足給付」の要件に資産などを追加  
 
４．その他  

 ①診療の補助のうちの特定行為を明確化し、それを手順書により行う看護師の研修制度を新設 

 ②医療事故に係る調査の仕組みを位置づけ 

 ③医療法人社団と医療法人財団の合併、持分なし医療法人への移行促進策を措置 

  ④介護人材確保対策の検討（介護福祉士の資格取得方法見直しの施行時期を27年度から28年度に延期） 

   

 公布日（平成26年６月25日）。ただし、医療法関係は平成26年10月以降、介護保険法関係は平成27年４月以降など、順次施行。 

 概 要 

 趣 旨 

 施行期日 

地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための 
関係法律の整備等に関する法律（概要） 

9 
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主な施行期日 

施行期日 改正事項 

①公布の日 
（平成26年６月25日） 

○ 厚生労働大臣による総合確保方針の策定、都道府県に設置する基金 
  （地域における公的介護施設等の計画的な整備等の促進に関する法律の一部改正） 

○ 診療放射線技師の業務実施体制の見直し（診療放射線技師法の一部改正） 

②平成26年 
  10月１日 

○ 病床機能報告制度の創設、在宅医療の推進、病院・有床診療所等の役割、地域医
療支援センターの機能の位置づけ、医療機関の勤務環境改善、社団たる医療法人と
財団たる医療法人の合併（医療法の一部改正） 

○ 持分なし医療法人への移行促進（良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の
一部を改正する法律の一部改正） 

○ 臨床修練制度の見直し 
  （外国医師等が行う臨床修練に係る医師法第十七条等の特例等に関する法律の一部改正） 

③平成27年 
  ４月１日 

○ 地域医療構想の策定とその実現のために必要な措置、臨床研究中核病院 
  （医療法の一部改正） 

○ 診療放射線技師、臨床検査技師、歯科衛生士の業務範囲の拡大・業務実施体制の
見直し  

  （診療放射線技師法、臨床検査技師等に関する法律、歯科衛生士法の一部改正） 

○ 国による歯科技工士試験の実施（歯科技工士法の一部改正） 

④平成27年 
  10月１日 

○ 看護師免許保持者等の届出制度の創設 
  （看護師等の人材確保の促進に関する法律の一部改正） 

○ 看護師の特定行為の研修制度の創設（保健師助産師看護師法の一部改正） 

○ 医療事故の調査に係る仕組みの創設（医療法の一部改正） 
10 

■医療機関の勤務環境改善の問題 
 …労働行政（最低労働基準の監督）だけで解決することは困難 

⇒ 背景となる医療行政上の課題（例：医師・看護師等医療従事者
の確保対策等）と一体で、医療政策の観点からの解決が必要 

■平成26年６月に医療法を改正。医療従事者の勤務環境改善シス
テムを医療法で制度化。平成26年10月から施行。 

 ⇒ 都道府県の医療政策担当部局が、医療勤務環境改善に主体的
に関与 

 
■医師・看護職員をはじめとした医療従事者の勤務環境改善を、
医療従事者の確保・定着のための課題として位置づけ、ワーク 
ライフバランスなど幅広い観点を視野に入れた取組を推進 

１ 背景と経緯④ 

11 
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   第四節 医療従事者の確保等に関する施策等 
 
第三十条の十三 病院又は診療所の管理者は、当該病院又は診療所に勤務する医療従事者の勤務  
 環境の改善その他の医療従事者の確保に資する措置を講ずるよう努めなければならない。 
 
 
第三十条の十四 厚生労働大臣は、前条の規定に基づき病院又は診療所の管理者が講ずべき措置 
 に関して、その適切かつ有効な実施を図るための指針となるべき事項を定め、これを公表するものと 
 する。 
 
 
第三十条の十五 都道府県は、医療従事者の勤務環境の改善を促進するため、次に掲げる事務を実 
 施するよう努めるものとする。 
 一 病院又は診療所に勤務する医療従事者の勤務環境の改善に関する相談に応じ、必要な情報の   
  提供、助言その他の援助を行うこと。 
 二 病院又は診療所に勤務する医療従事者の勤務環境の改善に関する調査及び啓発活動を行うこ  
  と。 
 三 前二号に掲げるもののほか、医療従事者の勤務環境の改善のために必要な支援を行うこと。 
２ 都道府県は、前項各号に掲げる事務の全部又は一部を厚生労働省令で定める者に委託すること 
 ができる。 
３ 都道府県又は前項の規定による委託を受けた者は、第一項各号に掲げる事務又は当該委託に係  
 る事務を実施するに当たり、医療従事者の勤務環境の改善を促進するための拠点としての機能の 
 確保に努めるものとする。 
４ 第二項の規定による委託を受けた者若しくはその役員若しくは職員又はこれらの者であつた者  
 は、正当な理由がなく、当該委託に係る事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 
 
 
 
第三十条の十六 国は、前条第一項各号に掲げる事務の適切な実施に資するため、都道府県に対  
  し、必要な情報の提供その他の協力を行うものとする。 

■改正医療法の関連する条文（医療機関の勤務環境改善関連）※30条の13～30条の16を新たに追加 

医療機関の管理者は？ 
医療従事者の勤務環境
改善等への取組 

厚生労働省は？ 
医療機関の管理者が講
ずべき措置の「指針」
策定 （※「手引き書」） 

都道府県は？ 
医療機関の勤務環境改
善を促進するための支
援（相談、情報提供、
助言、調査、啓発活動
その他の援助） 
 
そのため「医療勤務環
境改善支援センター」
機能を確保 
 

国は？ 
都道府県の活動をバッ
クアップ（調査研究、
情報提供その他） 

２ 医療勤務環境改善の実施体制（改正医療法の枠組み）①  
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２ 医療勤務環境改善の実施体制（改正医療法の枠組み）②  

都道府県＝責任主体 

医療担当部局 

医療勤務環境改善支援センター 

運営協議会（都道府県が主体） 

労働局や関係団体との連携 
（医師会、看護協会、病院協
会、社会保険労務士会、医業
経営コンサルタント協会等） 

厚生労働省 
 

医療政策の観点から改正医療法に勤務環境改善の仕組みを規定。 
医療政策と労働施策が連携。 

医政局 労働基準局 医療労働企画官は
双方兼務 

都道府県労働局 

都道府県は？ 
■医療機関の勤務環境改善を促

進するための支援（相談支

援、情報提供、研修会など） 

■医療勤務環境改善支援セン

ターを設置 

■地域の関係団体・都道府県労

働局との連携を確保 

 

病院・診療所 

相談支援 
情報提供 

       研修会  等 

厚生労働省は？ 
■医療機関向けの「指針」

「手引書」を策定 
■都道府県の活動をバック

アップ(調査研究、情報提
供など） 

医療機関の管理者は？ 
■医療従事者の勤務環境改
善の取組 

「医療従事者の勤務環境の改善
等に関する事項の施行につい
て」(H26.10.1 厚労省通知） 

「指針」、勤務環境改善マネジ
メントシステム導入の手引書 13 
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・各医療機関等において、「医療スタッフの安全と健康は、患者の安全と健康

を守る」という共通認識の下、 
・幅広い医療スタッフが協力し 
・自らの医療機関等の勤務環境の現状を確認し、 
・PDCAサイクルにより勤務環境改善を計画的に実施 

 
・医療勤務環境改善支援センターによる、医療機関のニーズに応じた専門的・ 
 総合的な支援 
・関係者による「連携体制」の構築（医療行政・労働行政＋関係団体） 
・活用できるデータベース（ウェブサイト）も構築 
 →「どうすれば解決するか」とセットで支援 

「自主的な勤務環境改善活動を促進するシステム」の構築と普及 

医療機関への「支援」 

３ 医療勤務環境改善システムの概略① 

14 

医療機関の勤務環境改善に係るワンストップの相談支援体制の構築 (平成26年10月1日施行) 

 
【事業イメージ（全体像）】 
医師・看護師等の医療スタッフの離職防止や医療安全の確保等を図るため、国における指針の策定等、各医療機関がPDCAサイクルを活用して
計画的に勤務環境改善に向けた取組を行うための仕組み（勤務環境改善マネジメントシステム）を創設するとともに、各都道府県ごとに、 
こうした取組を行う医療機関に対する総合的な支援体制（医療勤務環境改善支援センター）を設置する。事業実施については地域の医療関係
団体等による実施も可能。（※都道府県の実情に応じた柔軟な実施形態） 

一 
体 
的 
な 
支 
援 

医療労務管理支援事業 
（医療労務管理アドバイザー１名配置） 

医業分野アドバイザー事業 

○診療報酬制度面 
○医療制度・医事法制面 
○組織マネジメント・経営管理面 
○関連補助制度の活用 
等に関する専門的アドバイザーの派遣等 

○労務管理面でのアドバイザー配置 
  約４００万円／箇所 

各医療機関が勤務環境改善マネジメントシステムに基づき策定する「勤務環境改善計画」の策定、実施、評価等をワンストップ
で、かつ、専門家のチームにより、個々の医療機関のニーズに応じて、総合的にサポート 

相談支援 
情報提供 

       研修会  等 

労働基準局予算 
都道府県労働局が執行 

（労働保険特別会計２．２億円） 

医政局予算 
都道府県衛生主管部局 

地域医療介護総合確保基金  公費904億円の内数 

地域医療介護総合確保
基金対象事業 

都道府県 医療勤務環境改善支援センター 

現状の評価 

課題の抽出 

改善方針の決定 

勤務環境改善マネジメントシステム 

勤務環境改善に取り組む医療機関 

院内で、院長、各部
門責任者やスタッフ
が集まり協議 

ガイドラインなどを 
参考に改善計画を策定 

・医療従事者の働き方・休み方の改善 
  多職種の役割分担・連携（チーム医療推進） 
  医師事務･看護業務補助者の導入 
  勤務シフトの工夫、休暇取得促進 など 
・働きやすさ・働きがい確保のための環境整備 
  院内保育所・休憩スペースなどの整備 
  短時間正職員制度の導入 
  子育て中・介護中の者に対する残業免除 
  患者からの暴力・ハラスメントへの組織的対応 
  医療スタッフのキャリア形成支援   など 

※ 地域の関係団体と連携した支援 
医師会・病院協会・看護協会・社会保険労務士会・ 

医業経営コンサルタント協会等 

社会保険労務士、
医業経営コンサル

タントなど 

労働局 

15 
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３ 医療勤務環境改善システムの概略② 

■医療機関における勤務環境改善計画の策定 
 
○できる限り多くの医療機関が、PDCAサイクルを活用して、 

計画的に、勤務環境改善に向けた取組を実施。 
 その際には、「指針」※１「手引書」※２を活用。 
 

※1 医療勤務環境改善マネジメントシステムに関する指針（平成26年９月26日厚生労働省告示第376号）
http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/index.html (厚生労働省法令等データベース） 

 
※2 医療分野の「雇用の質」向上のための勤務環境改善マネジメントシステム導入の手引き 

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/quality/dl/houkokusyo-03.pdf 
 
○「勤務環境改善計画」には、 
・医療従事者の働き方・休み方の改善 
・医療スタッフの健康支援 
・働きやすさ確保のための環境整備 
・働きがいの向上 
の領域から、各医療機関が、それぞれのニーズに応じた内容を 
位置づけることを想定。 

16 

2 医療勤務環境改善システムの概略③ 

■都道府県の医療勤務環境改善支援センターを核とした、 
 医療機関への支援 
 
○都道府県ごとに、医療勤務環境改善支援センターを核とした 

総合的・専門的な支援体制を構築。 
 
○支援センターには、労務管理の専門家（社会保険労務士等）、 
 医業経営の専門家（医業経営コンサルタント）なども配置。 
 
○支援センターの運営協議会として、都道府県の医師会、看護協会、

病院協会、社会保険労務士会、医業経営コンサルタント協会や 
 都道府県労働局との連携体制を構築。 
 → 地域の関係団体と連携した支援 ＝支援の重層化 
 
○都道府県のナースセンターや地域医療支援センターとも連携して、

医療従事者の確保、地域医療の確保を推進。 17 
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○社会保障・税一体改革の推進に向けたマンパワー増強の必要性 

新規資格取得者  
約5．1万人 

新卒入学者 約５．8万人 

2012(H24)年  就  業  者  数  約 １ ５ 4 万 人 

潜 在 看 護 職 員 
約  ７１  万  人（※推計値） 

 
離職等による減少 

約２．1万人 

 
   約3．0 万 人 の 増 加（※過去10年間平均） 

 

2011(H23)年 
看護職員 
約１５０万人 

2025(H37)年 
看護職員 
約２００万人 

医療・介護サービス提供の改革 

■社会保障・税一体改革による看護職員の必要数 約１５年で ＋５０万人 
■少子化が進む中、抜本的な看護職員確保対策が不可欠 

「新たな看護職員確保に向けた総合的な対策」の必要性 

少子化の進展で、今
後、この水準維持のた
めには何らかの対策が
必要 

質の向上に向けた
マンパワー増 

○偏在等を背景とした、「看護職員不足」についての医療現場の指摘 

○夜勤・交代制勤務など厳しい勤務環境とワークライフバランス確保の必要性 

看護職員を取り巻く現状と課題 

離職防止・定着促進 

新規養成の拡大 
復職支援 

18 

 
１５４万人 

 
１９３万人 

平成２４年 
（２０１２年） 

平成３７年 
（２０２５年） 

 （＋３９万人） 

ギャップ 
約３万人～約１３万人 

一体改革の試算 
平成３７年（2025年）で約１９６万人～約２０６万人必要 

■看護職員数に関する社会保障・税一体改革推進を視野に入れた粗い試算 
２０２５年で約３万人～約１３万人分のギャップ→離職防止・復職支援等の総合的な対策で
対応 

第七次需給見通し 
平成２３年～平成２７年 

需給見通し 

平成２８年
平成２９年 

需給見通し 
平成３０年～平成３５年 

需給見通し 
平成３６年～ 

需給
見通し
期間 

■仮に、 ３万人／年 
のペースで増加した場合 

19 
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ナースセンター 

届出データベース 

離 
職 

総合的な復職支援、潜在化予防 

ナースセンターの提供サービスの充実・改善 
○メール等による情報提供など「求職者」になる前の段階から総合的な 
 支援 
○就職斡旋と復職研修の一体的実施など「ニーズに合ったきめ細やかな 
 対応」 
○ハローワークや地域の医療機関との連携、サテライト展開等の支援 
 体制強化 

離職時等の「届出」努力義務 

円
滑
な
復
職 

○ 都道府県ナースセンターが中心となって、看護職員の復職支援の強化を図るため 

  ・ 看護師等免許保持者について一定の情報の届出制度を創設し、離職者の把握を徹底。 

  ・ ナースセンターが、離職後も一定の「つながり」を確保し、求職者になる前の段階から 

効果的・総合的な支援を実施できるようナースセンターの業務を充実・改善。 

  ・ 支援体制を強化するための委託制度やその前提となる守秘義務規定等関連規定を整備。 

看護職員の確保のための施策について 

病院 

■看護師等の復職支援強化  看護師等人材確保促進法改正イメージ  ※平成27年10月1日施行 

20 

■離職後、復職するか否かを迷っている看護
師等に対して、適切なタイミングで効果的
なアプローチが可能になる。 

（ナースセンターの業務拡充） 
■現行の無料職業紹介事業に加え、「離職

後、求職者になる前」の段階から支援をで
きるようにナースセンター業務規定を改正 

（ナースセンターの情報把握強化） 
■ナースセンターが効果的な支援を行えるよう

看護師等に対して、離職した場合等にナース
センターへの住所、氏名、連絡先その他の情
報等の「届出の努力義務」を規定。 

■ナースセンターが官公署に対し情報提供を求
めることができる旨の規定を整備。 

■併せて、ナースセンター役職員等について、
守秘義務規定を整備。 

■ナースセンターが、離職している看護師等
の情報を効果的に把握することにより、離
職した看護師等の潜在化を予防し、効果的
な復職支援につなげることが可能になる。 

■「届出」事務を合理的に実施するため、中
央ナースセンターシステムを活用し、看護
師等が自らインターネット経由で登録する
方法等を検討。 

■サテライト展開等が可能になり、利用者
にとって、より身近な地域で相談等のサー
ビスが受けられるようになる。 

■財源として「新たな財政支援基金」の活
用も可能。 

■地域の関係者との連携体制を強化。 

（支援体制の強化） 
■より身近な地域でナースセンターによる支

援が受けられるよう、ナースセンターの業
務を地域の医療機関等に委託することがで
きる旨の規定を整備。 

■関係機関との連携規定を整備。 

看護師等人材確保促進法改正のポイント ■看護師等人材確保促進法改正のポイント 

21 
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ナースセンターの機能強化の粗いイメージ 

● ナースセンターは、届出制度により把握した情報を活用して、離職中の看護師等に対して「求職者」に
なる前の段階から積極的にアプローチし、「求職者」となるよう働きかける。 

  そのための体制強化も実施。（例：ナースセンターへのコーディネーター配置、サテライト展開等） 
● 受け入れる医療機関側へ、地域の看護師等（求職者）を受け入れやすい勤務形態等を提案。 
  ナースセンター運営協議会等を活用して、受け入れる医療機関（求人）側のニーズも汲み取る。 

⇒ ナースセンターが医療勤務環境改善支援センターと連携して、「潜在看護師等の復職支援」と 
「医療機関の勤務環境改善による定着促進」を一体的に実施 

●届出制度で把握した情報を有効
活用 

→潜在看護師等を「求職者」とする
サービス提供、復職支援 

ナースセンター 
（看護協会） 

医療機関 

求職者 

潜在看護師 
（離職中の看護師等） 

より身近な地域への 
サテライト展開 

ナースセンターによるきめ細やかな
復職支援を実施 

定期的に情報提供等すると
ともに、ニーズにあったサー
ビス提供を企画・実施 

地域の関係者がナース
センターの運営を協議 

22 

医療勤務環境改善支援センター 

勤務環境改善の「指針」「手引
書」を参考に改善計画を策定 

現状の評価 

課題の抽出 

改善方針の決定 

復職
支援 

地域の役所、医療団体、医療機関等 

労務管理と医業分野のアドバ
イザーを配置し、ワンストップ
で、医療機関のニーズに応じ
て、総合的に支援 

支援 

●医療機関へ、離職中の看護師等
が働きやすい勤務形態等を提案 

→医療勤務環境改善支援センターと
連携 

定着
促進 

22 

○ 都道府県が、キャリア形成支援と一体となって医師不足の医療機関の医師確保の支援等を 
 行う地域医療支援センターの機能を医療法上位置づけ。 
 
 ※ 都道府県を事業主体として平成23年度から設置し、運営費に対する補助を実施 
  （平成25年度予算9.6億円、30カ所 平成26年度政府予算（新たな財政支援制度）公費904億円の内数） 
 ※ 平成23年度以降、42都道府県で合計2,170名の医師を各道府県内の医療機関へあっせん・派遣をする 
  などの実績を上げている。（平成26年7月1日時点） 

  
 

  

・ 都道府県が責任を持って医師の地域偏在の解消に取組むコントロールタワーの確立。 

・ 地域枠医師や地域医療支援センター自らが確保した医師などを活用しながら、キャリア形成支援と一体的に、 

地域の医師不足病院の医師確保を支援。 

・ 専任の実働部隊として、喫緊の課題である医師の地域偏在解消に取り組む。    
  
  ・  設置場所 ：都道府県庁、大学病院、都道府県立病院、医師会 等       

  

   

地域医療支援センターの目的と体制 

  
 

  ・ 都道府県内の医師不足の状況を個々の病院レベルで分析し、優先的に支援すべき医療機関を判断。 

 医師のキャリア形成上の不安を解消しながら、大学などの関係者と地域医療対策協議会などにおいて調整の上、 

地域の医師不足病院の医師確保を支援。 

・ 医師を受入れる医療機関に対し、医師が意欲を持って着任可能な環境作りを指導・支援。また、公的補助金決定 

 にも参画。 
 

  

   

地域医療支援センターの役割 

地域医療支援センターについて 

23 
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３ 医療勤務環境改善システムの概略④ 

■関係機関と連携・協働した、医療機関への「支援」 
 
○求められる支援内容によっては、支援センターに配置されてい

るアドバイザーだけでは対応が困難な場合も想定。 
 
○その場合、支援センターが「ハブ機能」を果たすことが必要。 
   ・関係団体の取組との連携 
    （例）日本医師会  医師の職場環境改善ワークショップ研修会 

都道府県医師会  女性医師支援相談窓口 
日本看護協会  看護職のワーク・ライフ・バランス推進ワークショップ 

       都道府県  看護師等就業協力員等 など 
   ・他の専門的知見を有する支援機関との連携 
    （例）各都道府県の産業保健総合支援センター（メンタルヘルス、産業医学、

労働衛生工学、労働衛生関係法令等の専門スタッフ） 
 
○また、診療報酬制度はもとより、医療機関の支援に役立つ各種

補助制度等の活用の視点も重要。 
  （例）医療部局のものとしては、「新たな財政支援制度」（地域医療介護総合確保

基金）の活用 ＝ニーズにあった活用方策を！ 
     他分野の助成金の活用（県商工労働部・都道府県労働局関連の助成金等） 
     ※ 地域人づくり事業、キャリア形成助成金など 24 

３ 医療勤務環境改善システムの概略⑤ 

■「医療機関の勤務環境改善計画づくり」推進のための 
具体的な「支援」のイメージ（一例） 

 
○勤務環境改善支援センターによる支援に当たっては、 
 
・勤務環境改善に係る診療報酬制度の活用も視野に入れながら、 
 医師と看護職員その他のコメディカルスタッフなどとの 

役割分担の推進、いわゆる医療クラークなどの補助職の活用 
 
・短時間正職員制度など多様な働き方ができる環境整備を通じた 
 医療従事者の確保推進 
 
・地域の医療機関相互の役割分担推進 
 
などの取組を通じた勤務環境改善を促進 
 
＝これまでの「好事例」を分析して効果ある取組を実施 
※http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/quality/houkokusyo.html 

医療従事者の勤務環境の改善に向けた手法の確立のための調査・研究 調査報告書（平成２６年３月） 
25 
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■医療機関の勤務環境改善のイメージ 

◆様々な職種の医療スタッフがお互い
に連携し、業務分担を図りながら
「チーム医療」を進めたことで、患者
さんにとって安心・安全な医療が提供
できるようになりました！ 

◆労務管理や経営面で悩ん
だとき、支援センターに相
談したところ、こちらの
ニーズにあったアドバイス
がもらえました！ 

◆ナースセンター
と支援センターの
連携のおかげで、
看護職員の確保が
しやすくなりまし
た！ 
 

◆保育環境が整備されたことで、
育児をしながらでも働き続けられ
るようになりました！ ◆職員の勤務

環境を見直す
際、他の病院
の取組事例が
参考になりま
した！ 

医師 看護職員 

病院経営者 

薬剤師など 
様々な医療スタッフ 

事務部門スタッフ 

◆短時間正社員制度の導入で、
柔軟な働き方が選択でき、仕事
と家庭生活の両立が図れるよう
になりました！ 

◆「補助者」が増えたこと
で、事務作業が軽減され、
医療行為に専念できるよう
になりました！！ 

26 

■医療勤務環境改善支援センター事業は、「地域医療介護総合確保基金」の対象事業。 

 医療勤務環境改善事業の実施効果を高める観点からも、都道府県においては、可能な限り、２６年度中に支援センター
をスタートできるよう、都道府県が「基金」を活用した事業化を調整。 

■「基金」に関する情報については、今後、順次、厚労省から提示。 

■円滑な事業実施に向け、可能な限り早急に、関係機関・団体（都道府県、都道府県労働局、医師会、看護協会、病院団
体、社会保険労務士会、医業経営コンサルタント協会、その他地域の関係者）による協議の場（運営協議会）を設置。 

２５年度 ２６年度 ２７年度 

■勤務環境改善マネジメントシステムの調査研究事業：26年度も継続中 
   ※導入の手引き      ■26年度～ 普及促進事業（セミナーの開催） 
   ※好事例 等       ■26年度～ 情報発信事業（ウェブサイト） 

「医療勤務環境改善支援センター」事業 
※可能な限り、２６年度中に支援センターを設置。 
※都道府県、都道府県労働局、医師会・看護協会、病院団体、社会保険労務士会、医業経営コンサルタ

ント協会、その他地域の関係者による協議の場（運営協議会）を設置 

 ⇒医療機関における「手引書」を活用した勤務環境改善計画づくりを促進 

地域医療介護総合確保基金による事業費確保 

国 

都
道
府
県 

社会保障制度改革 
国民会議報告 

Ｈ26.3 
・全国医政関係主管課
長会議で事業の実施
イメージを提示 

・勤務環境改善マネジ
メントシステム導入
の「手引書」を提示 

改正医療法の 
国会審議、成立 

改正医療法施行準備 
（指針、施行通知） 

H26.10.1  改正医療法（医療勤務環境改善関
係）施行 

社会保障審議会 
医療部会意見 

■医療勤務環境改善に関する取組のスケジュール 

４ 今後の対応① 

27 

都道府県を中心に、関係機
関・団体が連携して、多くの
医療機関における勤務環境改
善マネジメントシステム導入
を促進する「年次活動計画」
を策定し、実行。 
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■参考になる情報を得られる場として 

 医療機関の勤務環境改善に関する行政（国、

都道府県）の取組、制度・法令、調査研究、イ

ベント開催予定など、参考になる情報を掲載。 

 医療機関の勤務環境改善の取組事例も掲載

し、キーワードにより検索することが可能。 

 

■情報発信の場として 

  医療機関の取組事例を投稿し、ウェブサイト

に掲載して情報発信することが可能。 

 

■意見交換の場として 

医療機関の勤務環境改善に関する幅広いアイ

ディアやコメントを投稿することが可能。 

医療勤務環境改善に関するウェブサイトの構築 
（２６年度中の構築に向けて準備中） 

ウェブサイトのイメージ（準備中） 

28 

４ 今後の対応② 

○医療機関の勤務環境改善計画づくりを促進 
 
・都道府県において、関係団体と連携しつつ、個々の医療機関における「勤務 
 環境改善計画づくり」を促進。 
 
・医療機関向けに計画づくりの参考として取りまとめたものが、「手引書」。  
 →「手引書」を多くの医療機関に活用していただくことが必要。 
  都道府県が中心となり、地域の関係者と連携して、「手引書」の普及を含

め、都道府県の年次活動計画を実行し、医療機関を支援。 
 

○こうした取組を推進するための「拠点」＝「医療勤務環境改善 
 支援センター」の設置を促進 
 
・都道府県と労働局が地域の関係団体と連携して、支援を行う拠点を設置。 

（都道府県に対して、早急な設置を依頼中。） 
→ 平成２７年１月１４日現在、１２都府県で支援センターを設置。 
 

・支援センターを未設置の都道府県では、都道府県、都道府県労働局、「医療
労務管理相談コーナー」（社会保険労務士を配置）、関係団体が連携して対
応。 29 
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各都道府県における医療勤務環境改善支援センターの設置状況 
（平成２７年２月６日現在） 

※ 医療勤務環境改善に関する改正医療法の規定が平成26年10月1日に施行され、都道府県にはセンターの設置に努め

る義務があることにかんがみ、各都道府県に対して、可能な限り平成26年度中にセンターを設置するよう要請してい

る。 

センターを未設置の道府県では、社会保険労務士による「医療労務管理相談コーナー」（都道府県労働局の委託事

業）を暫定的に設置している。この場合、可能な限り平成26年度中にセンターを設置し、暫定的な体制の解消が求め

られることを、各道府県へ周知している。 

 ○ 平成２７年２月６日現在、１４都府県で設置済み。 

・ 直営      ：５県 （福岡県、岐阜県、静岡県、神奈川県、富山県） 

・ 直営（一部委託）：１都 （東京都） 

・ 委託      ：８府県  県医師会へ委託  ：三重県、岡山県、福井県 

  県病院協会へ委託 ：滋賀県、奈良県、和歌山県 

  私立病院協会へ委託：京都府、大阪府 

⇒ 平成２６年度中に、２４都道府県で設置される予定。 

 

 ○ 平成２７年度までに、さらに１９県で設置される予定。 

 

 ○ 設置時期が未定であるのは、４県（そのうち1県が山梨）。 

 「山梨医療労務管理相談コーナー」では、医療機関及び医師や看護職員からの労働基準
法等の労働関係法令に関するご照会や労務管理全般の御相談に対応いたします。例えば、 
 ・勤務シフトの見直しなど労働時間管理に関するアドバイス 
 ・就業規則の作成、変更に関するアドバイス 
 ・賃金制度の設計に関するアドバイス 
 ・福利厚生制度に関するアドバイス    
 ・メンタルヘルス対策等含めた安全衛生管理に関するアドバイス 
   ※ 相談無料、秘密は守られます 
  

 勤務環境の改善・向上を目指す 医療機関の皆さまへ 

 山梨医療労務管理相談コーナーをご活用下さい  
～医療労務管理アドバイザー（社会保険労務士）が お手伝いいたします～ 

                   ～山梨医療労務管理相談コーナー～ 
所在地     〒400-0805    
         甲府市酒折１丁目１－１１ 日星ビル 
         山梨県社会保険労務士会内  
開所日      土曜・日曜日・祝日・夏季休暇（8/13～8/15）及び 
         年末年始 （12/29～1/4） を除く毎日   
開所時間     午前9時～午後5時 
電 話      055-225-2071 
F A X       055-244-6065 

厚生労働省山梨労働局委託事業 
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 医療機関の管理者・幹部の方々へ… 
 
 ■ 医療機関「自ら」の問題である勤務環境改善を、支援します！ 
 
   勤務環境の改善は、法律や行政から言われたから取り組むのではなく・・・。 

各医療機関で必要となる職員の確保・定着、ひいては医療の質や経営にかかわる 
非常に大事なことです。 

 
 ■ 管理者・幹部の方々は、職員の勤務環境改善への高い意識を！ 

職員個々の様々な事情や働き方の尊重、目配りと気配りを！ 
 
  そのような姿勢が伝わるだけでも、職員のモチベーションを高め、 

組織内での良い雰囲気作りに奏功するのではないでしょうか。 

 
 ■ 医療機関それぞれの事情にふさわしい、働く職員のためのマネジメントシス
テムを！ できることからで、いいのです！ 

 
 医療機関を取り巻く状況（地域、ニーズ、経営状況、職員構成等）は、様々です。 

  医療機関ごとに異なる取組で構いません。医療機関それぞれの自主的な取組を 

支援します。 

おわりに  

32 


